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情報の意味を深く分析する 

【概　要】
インターネット上には膨大な情報が存在し、非常に多くの人々が検索エンジンなどを用いてそうした情報に
アクセスしている。一方で、情報の間には様々な繋がりがあり、本来はそうした繋がりをきちんと見ていくこ
とで初めて本当の意味で情報を活用することが可能になる。例えば、ある情報が何らかの方法で見つかった時
に、その情報と意味が同じであるような情報がどの程度存在するか、さらにはその情報と矛盾する情報がどの
程度の頻度で存在するかが分かり、さらにそうした情報を誰が発信しているか（例えば、匿名ブログか、新聞
等の報道か、公的機関の発表か）が把握できれば、最初の情報が信頼できるかどうか判断をする手がかりとな
る。さらに、その情報の帰結（例えば、ある事件がどのような帰結をもたらすか）や原因（ある事件がおきた
原因はなにか？）が分かれば、やはりその情報をもとに意思決定をする際に有効である。また、最初に見つけ
た情報と、帰結、原因といった情報の間の関係はインターネット上で明示的に書かれているとは限らず、情報
システムが「考えて」、仮説として原因帰結をユーザに提供する必要もある。例えば、昨今、ヨーロッパにおけ
る経済破綻や、外国における領土問題、自然災害などが日本国内に想定外の大きなインパクトをもたらすといっ
たような事例が多数見受けられるが、その影響自体は、影響が生じてからでないと分からず、また、そうした
影響によるダメージも避けようがないというのが多くの人々の受け取り方であろう。こうした影響を前もって
調べる、あるいは予測して、それによるダメージを軽減するためには、少なくとも現状の情報アクセス技術は
無力であり、より深い情報の分析や、先に述べたような「仮説」の生成が必要となる。現在、我々は最終的に
は情報のこうした高度な分析を自動化することを目標として、基盤となる情報分析技術を開発している。
また、2011年の東日本大震災では、災害時の情報アクセス、および情報の分析の機能不全、あるいは必要性

がクローズアップされた。我々は上述したような情報の分析技術を災害情報にも適用し、いざと言う時に適切
に必要とされる情報を取得し、また、その背景等を分析するエンジンも開発する。

【平成23年度の成果】
本年度は、５年間にわたる中期計画の最初の年ということもあり、基礎的な研究に集中した。本稿ではその
うち、主要な成果３点について述べる。
（1） 動詞の意味的分類に基づく、矛盾、因果関係の自動取得手法
概要で述べたように、情報の有効活用をするためには、ある情報と矛盾する情報や、その情報が表す出来事
の帰結、原因を調べることが重要である。こうした調査を自動的に可能とするため、情報の非常に基礎的な単
位と見なせる動詞句、特に名詞1つと動詞1つからなるものの間の矛盾関係（例: 「ガンを破壊する」⇔「ガン
を進行させる」）を誤りも含まれるものの１００万対オーダーで自動抽出する手法を開発した。また、因果関係
（例: 「輸出が増える」⇒「GDPが増加する」）といった関係を、「輸出が増え、GDPが増加する」のように直接
的に因果関係を表すとは言えない日本語表現から、やはり１００万対オーダーで自動取得する手法を開発した。
また、上述の矛盾と因果関係を組み合わせ、Web中に記載のない因果関係も仮説として生成することも可能と
した。例えば、「デフレが進む」⇒「税収が減る」という因果関係と「デフレが進む」⇔「デフレを阻止する」
と「税収が減る」⇔「税収が増加する」という2つの矛盾の関係を組み合わせることで「デフレを阻止する」
⇒「税収が増加する」といった仮説をWebに直接記載がなくても、生成することが可能である。
こうした一連の技術の核となっているのは動詞の自動的な意味的分類である。我々は動詞と共に現れている
名詞の主たる機能、効果が発揮されていることを表す一群の動詞を「活性」、機能、効果を抑制する動詞を「不
活性」と呼ぶことにし、動詞を活性／不活性に自動的に分類する技術を開発した。例えば、活性の動詞の例を
挙げると「Xが発生する」「Xが悪化する」といったものがあるが、これらはいずれも「台風が発生する」「ガン
が悪化する」のように、名詞Xの機能、効果が発揮されていることを意味する動詞である。一方で不活性の例
を挙げると「Xが消滅する」「Xが治癒する」のような動詞が挙げられる。こうした意味的分類自体がそもそも
前例のない新しいものであるが、さらに我々は電子スピンのモデルを参考にして、そうした分類を数万語の動
詞に対して自動的に行う技術を開発し、これを用いて、上述したような矛盾、因果関係に関して過去に前例を
見ない規模のデータベースを自動構築した。
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さらに、こうした因果関係を繋げて行くことで、例えば「クーデターが起きる」⇒「テロが起きる」⇒「経
済活動が低下する」⇒「失業が増える」⇒「不満が高まる」⇒「クーデターが起きる」といったテロのサイク
ルや、「ダムができる」⇒「水量が（下流で）減る」⇒「支障が生ずる」⇒「損害が起きる」⇒「紛争が起きる」
⇒「難民が発生する」といった意外な因果関係の連鎖を生成することができる。前者は、例えば、アルゼンチ
ンにおける「クーデターの連鎖」、後者は難民の発生までは至っていないものの、インドにあるBaglihar Dam
など現実に類似した事例もあり、まだ初歩的なレベルではあるが、こうした因果関係のデータベースを用いた
情報システムが複雑な社会現象を捉える可能性を示唆している。過去においてはこうしたデータベース、知識
ベースが１００万エントリースケールで構築されたことはなく、社会という複雑な現象を計算、シミュレーショ
ンの対象とし、より望ましい世界を実現するためのブレークスルーになるものと期待される。
（2） 評価表現、単語の意味分類を用いたWhy型の質問応答手法
近年、IBMのWatsonという質問応答システムがテレビのクイズショーで人間のチャンピオンに勝利するな
ど、質問応答システムが注目を浴びているが、これらのほとんどは固有名詞や単語を回答とするようないわゆ
る「What型」の質問に回答するシステムである。一方で、より長い文によって回答することを要求される「Why
型」「How型」の質問の回答を見つける技術は、まだ十分なレベルに達しているとは言えない。また、日常生活
においてもその解決が難しい疑問は、単語を回答とするような質問というよりも、「なぜ、政府がこのような政
策をとるのか？」あるいは「どうやって、こうした手続きをすればよいのか」といった「Why型」「How型」
の質問であることも多いことから、さらなる研究開発が必要である。
本年度、我々が開発した技術は、過去においてNICTが開発した意見（評価表現）抽出ツールと大規模な単

語の自動意味分類の結果を用いて、Why型の質問に対する回答の精度を改善するものである。前者はテキスト
情報が「望ましい」事象を記述しているか、「望ましくない」事象を記述しているかを自動的に識別するツール
である。我々はまず、この「望ましい／望ましくない」といった記述の分類という観点から、Why型の質問と
回答を検討し、「望ましくない事象（質問）の理由（回答）はやはり望ましくないことが多い」「望ましい事象
（質問）の理由（回答）はやはり望ましいことが多い」といった相関関係を見つけ出した。ついで、Why型質
問に対してWebから見つかった回答の候補がこうした相関関係を満たすかどうかを識別し、相関関係を満たす
ものをより適切な回答とみなすことで、より正確にWhy型質問に対して回答を行うシステムを開発した。さら
に、例えば、「病気の理由」を問う質問に対しては、「化学物質」が含まれることが多いといった傾向も、やはり、
単語の自動的な意味分類の結果を用いることでシステムが自動的に学習することができ、こうした傾向を用い
ることで精度が改善することが分かった。現在のシステムは、「二酸化炭素などの温室効果ガスが増えると界面
水位が上昇すると言われているのはなぜですか？」といった質問に対して、Webからキーワード検索を用いて
自動で見つけた複数の回答候補（我々の実験では20件）に正しい回答が含まれている場合、上述の手法を用い
て正解が一意に見つけられる割合、すなわち、精度が60%前後となった。まだ改善の余地は大きいが今後も開
発を続け、最終的に実用化を図る予定である。
（3） 質問応答システム「一休」災害対応版
東日本大震災では、Twitterなどの情報システムの可能性が強く認識された一方で、大量の情報から迅速、

正確に状況を把握することは大変難しいという教訓を得た。救援活動などにおいても、情報共有が十分に行わ
れず、多くの問題が生じている。我々は、こうした問題を解決するため、これまで培ってきた情報分析技術を
用いて、より適切な状況把握・判断を行うための情報を提供する情報配信基盤技術の開発を始めている。その
取り組みの1つとして、我々が開発してきた質問応答システム「一休」を東日本大震災時の実際のツイートに
適用して「宮城県で孤立しているのはどこですか」「宮城県で何を提供していますか」などの質問に回答するこ
とができるシステムを試作した（右図）。特に災害などの緊急時には、場所や
時間を始めとしたイベントに関する重要な情報が省略され、１文中に表されな
い場合が多く、自動で補完をする必要がある。また、自然言語がもつ曖昧性も
自動で解消する必要がある。この試作システムでは、ヒューリスティクスを用
いて情報の補完と曖昧性解消を行い、その有用性を確認した。今後は、より精
度の高い機械学習手法を取り入れていく予定である。また、本年度の成果であ
る矛盾、因果関係を利用することで、質問応答システムの有用性を向上させる
といったことや、Why型質問応答技術を組み込んで、災害時のより多様な質問
にも回答できるようにするといったことを予定している。
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